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分野連携
広域連携
（群マネ）

一括更新ＰＦＩ 大規模修繕（・更新）ＰＦＩ

工事施工を含む包括的民間委託

橋梁数等により
エリア分け可

コンサルワークから始める
包括的民間委託（多摩市モデル）

事後保全型管理
予防保全型管理
（長寿命化対象）

八千代エンジニヤリング株式会社

令和７年度民間提案型官民連携モデリング事業 シーズ提案書（民間事業者）

②提案内容

①提案によって解決することができる課題のイメージ

団体名  ：八千代エンジニヤリング株式会社
担当部署：事業統括本部 社会マネジメント事業室

担当者：◎山本浩貴、野田一弘、鈴木健彦
連絡先（電話番号）：03-5822-6214

メールアドレス：hr-yamamoto@yachiyo-eng.co.jp

⚫ 管理橋梁等の属性（管理方針や更新需要等）により、包括的民間委託・PFI等の調達手法や業務範囲等から最適な事業スキーム像を類型化し、自治体ニー
ズに応じた事業化のスコープ設定等を支援することで、人的・財源的リソース制約下における持続可能な体制確保及び水平展開・群マネ促進を図る。

IS-40

橋梁等の維持管理ﾌﾟﾛｾｽに係る官民連携事業ｽｷｰﾑの類型化
～ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾊﾟﾀｰﾝを考慮した調達手法の選択と推進～

【先進性】 【有効性】 【汎用性】

【対象施設】 道路 / 橋梁 / 公園 / 上下水道 / 河川 / 港湾 / 遊休施設 / その他（ ）

【事業方式】 コンセッション / その他のPFI / 包括的民間委託  / その他（ ）

【テ  ー  マ】 戦略的なインフラマネジメントを担う自治体の体制の確保  / スモールコンセッションの推進 / グリーン社会の実現 / その他（ ）

【対応ニーズ番号】 IN-02、IN-10

＜問題点ア＞ﾘｿｰｽ不足の深刻化／必要な予防保全への転換の遅れ
⇒＜課題ア＞ﾘｿｰｽ制約下における事業推進の最適化
＜問題点イ＞従来の調達手法に起因する非効率等

⇒＜課題イ＞維持管理の生産性向上（投資効果の最大化）
＜問題点ウ＞地元企業の力量不足と活用の必要性
⇒＜課題ウ＞地元企業の育成及び新たな担い手との連携促進

＜問題点エ＞必ず来る「更新需要（＝真の社会課題の一つ）」の増加・集中
⇒＜課題エ＞計画的な更新事業への着手

➢ 適用橋梁：全ての橋梁（発注単位は全数orｴﾘｱ別／構造特性別等も可）
➢ 対象業務：定期点検・補修設計等のｺﾝｻﾙﾜｰｸ
➢ 契約期間：例）定期点検の法定周期である５年間
➢ 受注形態：建ｺﾝの単独企業又は地元企業と大手のJV 等
➢ 事業規模：従来の予算ﾍﾞｰｽ（＝対象とする各業務の従来委託予算の合算）

➢ 適用橋梁：全ての橋梁（発注単位は全数orｴﾘｱ別／構造特性別等も可）
➢ 対象業務：定期点検・補修設計等のｺﾝｻﾙﾜｰｸ＋維持工事
➢ 契約期間：例）定期点検の法定周期である５年間
➢ 受注形態：建ｺﾝと地元建設業者のJV 等

➢ 適用橋梁：例）事後保全を前提とする小規模又は高齢橋で健全性が低い橋
➢ 対象業務：更新設計・工事＋その後の維持管理
➢ 契約期間：例）20年間
➢ 受注形態：建設業者や建ｺﾝ等のSPC 等

➢ 適用橋梁：例）高度・特殊なﾉｳﾊｳを要する長大・特殊橋で健全性が低い橋
➢ 対象業務：大規模修繕（又は更新）の設計・工事＋その後の維持管理
➢ 契約期間：例）20年間
➢ 受注形態：建設業者や建ｺﾝ等のSPC 等

事業ｽｷｰﾑＡ：ｺﾝｻﾙﾜｰｸから始める包括的民間委託（多摩市ﾓﾃﾞﾙ）

▼想定する自治体等：多くの橋梁等を管理する全ての自治体

▼解決できる問題点・課題：

事業ｽｷｰﾑB：事業ｽｷｰﾑA＋工事施工の包括的民間委託

事業ｽｷｰﾑC：複数橋梁群の一括更新PFI
事業ｽｷｰﾑＤ：特定の橋梁の大規模修繕（・更新）PFI

橋梁数や地域の受容性等によって
事業Ａ・Ｂと事業Ｃ・Ｄのﾊﾞﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞも想定

注：優先して修繕してきた橋梁群は当面更
新はなじみにくい（管理方針や対策履歴を
踏まえた更新需要ﾊﾟﾀｰﾝとの整合が重要）。

Ｃ Ｄ

Ｂ

Ａ

▼提案の対象とする公共施設等：ﾒﾝﾃﾅﾝｽｻｲｸﾙで管理する橋梁等の構造物

❶建ｺﾝが担い手の中心となる事業ｽｷｰﾑから始めることで、事業の上
流から発注者に近い役割で事業全体を俯瞰し、改善提案や事業
の発展に向けた利害関係者との調整が促される（多摩市ﾓﾃﾞﾙ：
健全性Ⅲ橋梁の解消（約40%⇒約5％））。 ➋官民等の連携
や新たな事業ﾌｨｰﾙﾄﾞを創出し、各種の社会的ｲﾝﾊﾟｸﾄが促される。

❶特に事業ｽｷｰﾑＡは、まだ全国でも事例の少ない建ｺﾝ業務の範
囲を中心としたものであり、比較的導入しやすく、当該ｽｷｰﾑを起点
に他分野・ﾌﾟﾛｾｽ等へ展開しやすい。➋加えて橋梁の維持管理分
野では、事業ｽｷｰﾑＢ～Ｄのような施工や民間資金調達を含む事例
はない。

❶管理橋梁等の類型や維持管理ﾌﾟﾛｾｽは自治体で共通する点が
多いことから、本提案による具体的な自治体での調査事例は全国の
自治体に水平展開が可能。➋ﾒﾝﾃﾅﾝｽｻｲｸﾙにより維持管理を行うｲ
ﾝﾌﾗであれば分野横断・広域的な拡大が可能（群ﾏﾈの足掛かり）。



更
新
費
用

更
新
費
用

予防保全型管理とする橋梁は

適切な維持や計画的な修繕
により更新費用を平準化

事後保全型管理とする橋梁は

戦略的な事業手法
により更新費用を平準化

更
新
費
用

民間資金調達
による一括更新

更新費用の延べ払い
（更新費用の平準化）

【従来どおり管理する場合の将来】

【計画的に管理する場合の将来】

例：数量が多い橋／古い橋等（例：ＲＣ橋）
例：延命化しやすい橋／橋長の長い橋等（例：鋼橋）
例：比較的新しい橋等（例：ＰＣ橋）

注：現状の健全性に応じたﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾊﾟﾀｰﾝに留意
（健全な橋を無理に優先して更新する必要もない）

コ
ス
ト

期 間

更新事業費の延べ払い

維持管理費用の縮減

事
業
費
Ｂ

事業費Ａ＞事業費Ｂ

対策区分

M
判定

定期点検
（対策区分の判定含む）

維持工事（単価契約等）

による措置

詳細設計による措置
対策区分

C１・C2
判定

措置不要（経過観察）

YES

YES

NO

NO

対策区分

E１・E2
判定

緊急措置
YES

NO

管理方針
に基づく

修繕段階

YES

NO

予防保全型：健全性区分Ⅱ
事後保全型：健全性区分Ⅲ

長寿命化修繕工事として計画に計上し、
計画的な予算確保と優先順位に基づく実施

※健全性区分Ⅳ相当

※健全性区分Ⅱ相当

※健全性区分ⅡまたはⅠ相当

※健全性区分ⅢまたはⅡ相当

八千代エンジニヤリング株式会社

令和７年度民間提案型官民連携モデリング事業 シーズ提案書（民間事業者）

団体名  ：八千代エンジニヤリング株式会社
担当部署：事業統括本部 社会マネジメント事業室

担当者：◎山本浩貴、野田一弘、鈴木健彦
連絡先（電話番号）：03-5822-6214

メールアドレス：hr-yamamoto@yachiyo-eng.co.jp

IS-40

【対象施設】 道路 / 橋梁 / 公園 / 上下水道 / 河川 / 港湾 / 遊休施設 / その他（ ）

【事業方式】 コンセッション / その他のPFI / 包括的民間委託  / その他（ ）

【テ  ー  マ】 戦略的なインフラマネジメントを担う自治体の体制の確保  / スモールコンセッションの推進 / グリーン社会の実現 / その他（ ）

②提案内容（補足）

⚫ 計２橋 ⚫ 計３橋 ⚫ 計２橋

現在
令和元年度 令和５年度令和４年度令和３年度令和２年度

定
期
点
検

計
画
改
訂

補
修
設
計

⚫ 計１橋

【与条件の変化例】
令和４年度道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ事業補助制度より、
新技術の活用等の方針や、数値目標等の記載が要件として追加

プ
ロ
セ
ス
の
思
想
・方
針
等
の

一
貫
性
・
業
務
の
効
率
性
の
向
上

点検・診断の統一性の向上／小さなＰＤＣＡからこまめに回す改善の加速化

短期計画の見直し 短期計画の見直し 短期計画の見直し

⚫ 計３９橋 ⚫ 計４２橋 ⚫ 計３４橋
※追加５橋は令和４年度以降

⚫ 長寿命化修
繕計画改訂

⚫ ｼｽﾃﾑ構築

⚫ 計２９橋 ⚫ 計２７橋

⚫ 東京都多摩市において、橋梁を対象に令和元年度から５年間の契約で、事業ｽｷｰﾑＡを導入。また令和6年度より、橋
梁のほか擁壁、ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ、張り出し歩道の定期点検を包括化。※いずれも弊社が事業者として履行

⚫ 改善提案により、健全性Ⅲ橋梁の飛躍的な解消（約40%⇒約5％）と予防保全的な措置の両立・推進を加速化。
⚫ 第６回ｲﾝﾌﾗﾒﾝﾃﾅﾝｽ大賞「優秀賞」受賞／論文発表・受賞実績多数（例：土木学会／JAAM／NSI 等）

簡易補修の例

⚫ 例えばｽｹｰﾙﾒﾘｯﾄによるｺｽﾄ縮減が期待できるような一括更新のほか、1橋あたりの更新費は増加する可能性があるもののﾒ
ﾝﾃﾅﾝｽﾌﾘｰの構造物へ更新することで維持管理費用を縮減し、予算の平準化やﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄの縮減の可能性を期待。

⚫ 類型化された橋梁等の群に応じた官民連携事業手法の使い分け・組合せ等に
より、全体の更新需要（ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾊﾟﾀｰﾝ）をｺﾝﾄﾛｰﾙし、将来的な更新費用の平
準化＝持続可能な維持管理の実現を図る。

事業費Ａ＞事業費Ｂ

Ａ

Ｃ

Ｄ

Ｂ

コ
ス
ト

更新費用

維持管理費用

事
業
費
Ａ

民間事業者による包括的な維持管理

事業ｽｷｰﾑＡ・Ｂは、事業ｽｷｰﾑＣ・Ｄの民間事業者による「包括的な維持管理」の基盤ともなる

【対応ニーズ番号】 IN-02、IN-10

⚫ 管理橋梁等の属性（管理方針や更新需要等）により、包括的民間委託・PFI等の調達手法や業務範囲等から最適な事業スキーム像を類型化し、自治体ニー
ズに応じた事業化のスコープ設定等を支援することで、人的・財源的リソース制約下における持続可能な体制確保及び水平展開・群マネ促進を図る。

橋梁等の維持管理ﾌﾟﾛｾｽに係る官民連携事業ｽｷｰﾑの類型化
～ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾊﾟﾀｰﾝを考慮した調達手法の選択と推進～
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